
































































































　　（１）     仲裁委員会に仲裁を申立てる。
　　（２）人民法院に訴訟を提起する。
第14条　その他
　本契約に不備なところがあるときは、当事者間でこれを協議して補充規
定を作成しなければならない。補充規定は本契約と同等の効力を有するも
のとする。
　本契約の原本は３通作成し、甲、乙及び保証人が１通ずつ保管する。謄
本は　　部があり、　　　　　　などの関係単位（公証又は鑑定を経た場
合は、公証又は鑑定機関）に保管させるため提出するものとする。
　
　甲　　　　　署名・捺印　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　法定代表者　署名・捺印
　乙　　　　　署名・捺印　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　法定代表者  署名・捺印
　銀行口座
　保証人　　　署名・捺印　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　法定代表者  署名・捺印
　銀行口座
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5負担付不動産贈与契約
贈与者（氏名） 以下甲とする。
　　　　（住所及び電話番号）
　　　　 身分証明書番号：
受贈者（氏名） 以下乙とする。
　　　　（住所及び電話番号）
　　　　 身分証明書番号：
甲乙双方は法令の関係する規定に基づき協議を経て、扶養贈与契約を締結
し、これを遵守するものとする。
第１条　贈与目的物
　甲は　　　　市　　　区　　　町　　　号の、面積は　　　　平方メー
トルの建物とその敷地利用権を乙に贈与する。
第２条　乙は約定に基づき、甲を扶養する義務を負う。この義務を履行し
ないときは、建物の所有権及び敷地利用権は移転しないものとする。
＊本契約では乙の負担は甲を扶養することであるが、単に生活の費用を
負担するだけでなく、看護義務も伴うものとするときは、その旨を具
体的に記載すべきである。又負担の内容たる義務は扶養以外にも考え
られる。
第３条　乙が約定に違反し、義務を履行しないときは、甲は贈与契約を解
除することができる。
＊甲が契約を解除すると、一旦乙に移転した建物所有権及び敷地利用権
は甲に復帰すべきものとなるから、乙はその旨の登記をなすべき義務
を負う。
第４条　甲は贈与の目的たる建物につき、乙の負担の限度で瑕疵担保責任
を負う。
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6＊負担付贈与は双務契約に準ずるから、甲は乙の負担の限度で瑕疵担保
責任を負うものとするのが妥当である。契約法も第191条でこの旨を
定めている。
第５条　　　　年　　月　　日、甲は乙に建物所有権及び敷地利用権の名
義を移転する登記を行わなければならない。
＊建物所有権及び敷地利用権は登記の時に移転する。登記は物権移転の
効力要件である。
第６条　契約が効力を生ずる日より、乙は贈与の目的たる建物についての
費用を負担する。
第７条　本契約は公証機関で公証を経るものとし、公証を経た日より効力
を生ずる。
＊中国の贈与は単に書面契約に留まるときは、その未履行部分を撤回す
ることができる。公証された書面でなされた贈与のみ撤回不能である
（契約法第186条）。
第８条　本契約は原本を２通作成し、甲乙双方がそれぞれ１通を保管す
る。
　甲　署名・捺印　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　
　乙　署名・捺印　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
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